
証券コード　7939
平成28年６月14日

株 主 各 位
広島市安佐北区上深川町44 8番地

代表取締役社長 林 　 良 一

第45期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第45期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月28日（火曜日）

午後５時30分（営業時間終了時）までに到着するようご送付くださいますようお

願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 広島市安佐北区上深川町448番地

当社　本社　会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第45期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業

報告および計算書類報告の件
決 議 事 項
  第１号議案 剰余金処分の件
　第２号議案 監査役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願
い申しあげます。
　なお、事業報告、計算書類および株主総会参考書類に修正が生じた場合は、イ
ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス 　 h t t p : / / w w w .
kensoh.co.jp）に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

１．会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過および成果

　当事業年度における国内経済は、資源価格低迷や為替の変動、新興国経

済の低迷が続くなどの景気下振れリスクを抱えながらも、政府・日銀によ

る財政・金融政策によって企業収益や雇用情勢の改善傾向が続くなど、全

般に緩やかな回復基調で推移いたしました。

　また、当サイン業界においては、需要に大きな影響を与える建築投資動

向が引き続き堅調に推移いたしました。

　このような経済状況のもと、当社は今年度の重点推進課題として以下の

項目を掲げ、全社一丸となって課題解決に向けた取り組みを推進いたしま

した。

　　①信用拡大の根幹をなす「品質向上活動」の推進

　　②顧客価値創造のための「経営効率向上」

　　③「常に学び　研究し　創造する」人材の育成

　こうした取り組みの結果、当事業年度の売上高は54億54百万円（前年同

期比5.6％増）、営業利益は４億５百万円（前年同期比8.0％増）、経常利

益は４億円（前年同期比14.7％増）、当期純利益は２億45百万円（前年同

期比13.4％増）となりました。

また、当社はサイン製品事業の単一セグメントであるため、セグメント

の業績については記載を省略しております。

(2) 設備投資の状況

当事業年度の設備投資の総額は１億９百万円で、特記すべき重要な投資

は行っておりません。

(3) 資金調達の状況

特記すべき資金調達はありません。
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(4) 財産および損益の状況の推移

区 分
第 42 期

(平成25年３月期)
第 43 期

(平成26年３月期)
第 44 期

(平成27年３月期)
第 45 期

(平成28年３月期)

売 上 高（百万円） 4,262 4,704 5,165 5,454

経 常 利 益（百万円） 335 377 349 400

当期純利益（百万円） 183 265 216 245

１株当たり当期純利益 45円90銭 66円44銭 54円49銭 62円03銭

総 資 産（百万円） 5,360 5,468 5,597 5,597

純 資 産（百万円） 1,214 1,440 1,618 1,807

１株当たり純資産額 303円95銭 360円43銭 408円24銭 456円02銭

(5) 重要な親会社および子会社の状況

　該当事項はありません。

  (6) 対処すべき課題

今後のサイン業界は、平成32年の東京オリンピック開催に向け、首都圏

を中心に建築投資の拡大が進むにつれてサインの需要が高まる一方で、受

注競争も厳しさを増すものと想定しております。

　こうした状況に対して、当社は（１）製品品質の向上、（２）生産性・

利益率の向上、（３）管理職・監督職の資質向上、（４）新たな成長戦略

の確立という中期的課題を掲げ取り組んでまいります。
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(7) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

当社は、金属（ステンレススチール、アルミ等）を主な素材とした建築物

の内外に用いるサイン製品の製造・販売を主たる事業としております。

(8) 主要な営業所および工場（平成28年３月31日現在）

名 　 　 称 所 在 地

本 　 社 （ 研 創 フ ァ ク ト リ ー パ ー ク ) 広島市安佐北区

仙 台 営 業 所 仙台市宮城野区

東 京 営 業 所 東京都渋谷区

名 古 屋 営 業 所 名古屋市千種区

大 阪 営 業 所 大阪市淀川区

工 　 場 （ 研 創 フ ァ ク ト リ ー パ ー ク ) 広島市安佐北区

(9) 使用人の状況（平成28年３月31日現在）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 数

240名（56名） 8名減（16名増）

（注） 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）

であり、臨時雇入者数（嘱託社員、常用パート、人材会社からの派遣社員およびアルバイ

トを含む。）は、（　）内に年間の平均人員を外数で表示しております。

(10) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

百万円

株 式 会 社 広 島 銀 行 672

株 式 会 社 伊 予 銀 行 288

広 島 信 用 金 庫 260

(11) その他会社の現況に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。
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２．株式の状況（平成28年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 8,000,000株

（2）発行済株式の総数 4,022,774株（自己株式58,195株を含む)

（3）株主数 1,914名

（4）大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

株 式 会 社 研 創 エ ン タ ー プ ラ イ ズ 1,280 32.3

研 創 社 員 持 株 会 191 4.8

研 創 親 和 会 154 3.8

肥 田 　 亘 150 3.7

林 　 航 司 97 2.4

林 　 誠 二 70 1.7

株 式 会 社 ゲ イ ビ 55 1.3

中 島 産 業 株 式 会 社 54 1.3

今 田 晴 久 48 1.2

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 28 0.7

（注）１．当社は、自己株式を58,195株保有しておりますが、上記大株主から除外しております。

　　　２．持株比率は自己株式数を控除して計算しております。

　　　３．表示桁未満の数値は切り捨てて表示しております。

（5）その他株式に関する重要な事項

　　　 該当事項はありません。
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３．会社役員の状況

(1) 取締役および監査役の状況（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 林 　 　 　 良 　 一 株式会社研創エンタープライズ代表取締役社長

取 締 役 会 長 倉 　 田 　 桂 二 郎

取 締 役 林 　 　 　 誠 　 二 株式会社研創エンタープライズ取締役副社長

取 締 役 村 上 賢 一 村上賢一法律事務所所長

常 勤 監 査 役 大 木 　 正

監 査 役 田 　 中 　 博 　 隆

監 査 役 山 　 下 　 　 　 泉 ゼネラル興産株式会社代表取締役

（注）１．取締役村上賢一氏は、社外取締役であります。

２．監査役田中博隆氏および山下　泉氏は、社外監査役であります。

３．常勤監査役大木　正氏は、金融機関の経営経験者であり、財務および会計に関する相

当程度の知見を有しております。

４．監査役田中博隆氏は、金融機関の支店長経験者であり、財務および会計に関する相当

程度の知見を有しております。

５．当社は取締役村上賢一氏および監査役田中博隆氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

６．当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。

　①　平成27年６月26日開催の第44期定時株主総会終結の時をもって、常務取締役神健

二朗氏は任期満了により退任いたしました。

　②　平成27年６月26日開催の第44期定時株主総会において、新たに村上賢一氏は取締役

に就任いたしました。

(2) 取締役および監査役の報酬等

　当事業年度に係る報酬等の総額

区　　　　  　分 員 数 報 酬 等 の 額

取　　　締　　　役
（うち社外取締役）

5名
(1)

108百万円
(1)

監　　　査　　　役
（うち社外監査役）

3
(2)

10
(2)

合　　　　　　　計
（ う ち 社 外 役 員 ）

8
(3)

118
(4)
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（注）１．上記には、平成27年６月26日開催の第44期定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役１名を含んでおります。なお、当事業年度末日現在の役員の人数は、取締役４名

および監査役３名であります。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成２年６月28日開催の第19期定時株主総会において年額１

億80百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成10年６月26日開催の第27期定時株主総会において年額25

百万円以内と決議いただいております。

５．報酬等の額には、当事業年度に役員賞与として未払金に計上した次の金額を含んでお

ります。

・取締役４名　13百万円（うち社外取締役１名　０百万円）

・監査役３名　０百万円（うち社外監査役２名　０百万円）

(3) 社外役員等に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・取締役村上賢一氏は、村上賢一法律事務所所長であります。当社と兼職

先との間には特別の関係はありません。

・監査役山下　泉氏は、ゼネラル興産株式会社の代表取締役であります。

当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

地 位 ・ 氏 名 出席状況および発言状況

取 締 役 村 上 賢 一

平成27年６月26日就任以降、当事業年度に開催された取締
役会11回のすべてに出席いたしました。弁護士として法
律に関する専門的な知識と経験から、意思決定の妥当性･
適正性を確保するための発言を行っております。

監 査 役 田 中 博 隆
当事業年度に開催された取締役会16回および監査役会８
回のすべてに出席いたしました。主に財務および会計に
関する知見から、適宜発言を行っております。

監 査 役 山 下 　 泉
当事業年度に開催された取締役会16回および監査役会８
回のすべてに出席いたしました。他社において長年経営
に携わった経験と知見から、適宜発言を行っております。
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

西日本監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

区　　　　　　分 報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

14百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積

りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査

人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または

不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報

告いたします。

　なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、そ

の必要があると判断した場合は、会計監査人の解任または不再任を株主

総会の会議の目的とすることを監査役会に請求し、監査役会はその適否

を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要およ

び運用状況は以下のとおりであります。

(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制

①　取締役会は、法令・定款および株主総会決議に従い、経営に関する重要

事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督します。

②　取締役は､法令・定款・取締役会決議および社内規程に従い､職務を執行

します。

③　取締役は、職務執行状況について法令・定款および監査役会規程に基づ

き、監査役の監査を受けます。

（運用状況）

　当事業年度における取締役会は16回開催され、経営に関する重要事項を

決定しております。各取締役は法令・定款・取締役会決議および社内規程

に従って職務を執行しており、その執行状況は監査役による監査を受けて

おります。

(2) 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制

①　使用人は、法令遵守を当然のこととして、社会の構成員として求められ

る倫理観・価値観に基づき誠実に行動します。

②　使用人は、業務の運営については社内規程に基づき、業務の執行を行い

ます。

③　定期的に内部監査を行い、法令および社内規程に基づいた業務執行が行

われているかを監査し、監査結果は取締役社長・取締役会・監査役会に報

告します。

（運用状況）

　使用人の業務運営は、法令および「コンプライアンス規程」等の社内規

程に基づいて行われております。またその状況は、内部監査によってモニ

タリングされ、監査結果は取締役社長・取締役会・監査役会に報告されて

おります。

(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

①　情報の保存は、法令および社内規程に基づき、文書等の保存を行います。

②　情報の管理は、法令および社内規程に基づき、対応します。
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（運用状況）

　情報の保存・管理は、法令および「文書管理規程」等の社内規程に基づ

いて行われております。

(4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　取締役および使用人は、事業活動により生じる様々なリスクを認識し、

防止対策を予め講じることでリスクを低減させる活動を実行します。

②　リスク管理体制については、取締役会やマネジメントレビュー等の重要

会議においてリスクの可能性およびその対策について報告し、議論を行っ

たうえで対応することとします。

③　法令および社内規程遵守を目的とした「コンプライアンス報告書」を各

部署から毎月提出させ、必要に応じて関連部署ならびに顧問弁護士を交え

て対応を検討します。

（運用状況）

　毎月開催されるマネジメントレビューにおいてリスク情報が報告され、

必要に応じた対応に関する議論が行われております。また、法令および「コ

ンプライアンス規程」等の社内規程に基づいて社内におけるリスク情報収

集活動も毎月行われ､必要に応じて関連部署ならびに顧問弁護士を交えた

対応が検討されております。

(5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　必要に応じて取締役会を開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務

執行の監督等を行います。

②　マネジメントレビューを毎月開催し、取締役・監査役・各部門長・内部

監査責任者等を構成員として事業活動の進捗確認と次月以降の活動方針の

検討・確認、各部門の抱える課題解決等を行います。

（運用状況）

　当事業年度における取締役会は16回開催され、経営に関する重要事項を

決定しております。

　またマネジメントレビューは毎月開催され、事業活動の進捗状況と次月

以降の活動方針を確認し、経営課題に関する議論がなされております。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項、ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

①　監査役に必要ある場合は、取締役社長と監査役が協議のうえで、使用人

を置くことができることとします。
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②　当該使用人が、監査役の職務を補助する期間は、その指示命令権は監査

役に委譲されたものとします。

③　当該期間の当該使用人の評価および期間終了後の人事異動および懲戒は、

監査役会の意見を聴取します。

（運用状況）

　上記は「監査役会規程」に規定されておりますが、監査役を補佐する専

従スタッフは、現在、配置しておりません。

(7) 取締役および使用人が監査役へ報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

①　取締役および使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実があ

ることを発見したときは、直ちに監査役へ報告します。

②　会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを監査役へ報告し

た通報者は、定めによって不利益な取り扱いを受けないことが確保されま

す。

③　監査役は「監査役会規程」等の定めによって、取締役会やマネジメント

レビュー等重要会議に出席し、業務執行に関する文書等を閲覧し、必要に

応じて取締役または使用人にその説明を求めるなどができることとします。

（運用状況）

　監査役は、取締役会やマネジメントレビュー等の重要会議に出席し、ま

た、業務執行に関する文書等を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人

にその説明を求めております。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役は、代表取締役・各取締役・会計監査人・内部監査責任者等と定

期的に情報交換を行うことにより、監査の実効性を確保します。

②　監査役の職務の執行について生じる費用または債務の処理等に関する方

針は、監査役が必要と認めた場合はそれに従う体制とします。

（運用状況）

　監査役は、代表取締役・各取締役・会計監査人・内部監査責任者等と定

期的に情報交換を行い、監査の実効性を確保しております。
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貸　借　対　照　表

（平成28年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

投 資 不 動 産

出 資 金

株主、役員又は従業員
に対する長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,370,788

232,096

594,216

91,055

1,188,240

49,684

54,323

91,576

834

7,243

43,658

20,116

△2,257

3,226,627

2,420,654

750,048

67,363

151,390

2,730

27,042

1,422,080

52,055

45,406

6,649

753,918

62,645

410,314

185

74,097

2,669

1,104

38,464

167,106

△2,669

流 動 負 債 2,765,308

支 払 手 形 978,968

買 掛 金 297,245

短 期 借 入 金 480,000

一年内返済予定の長期借入金 584,130

未 払 金 108,487

未 払 費 用 66,029

未 払 法 人 税 等 85,534

前 受 金 3,124

預 り 金 8,661

賞 与 引 当 金 76,188

そ の 他 76,937

固 定 負 債 1,024,169

長 期 借 入 金 620,081

退 職 給 付 引 当 金 114,376

役員退職慰労引当金 273,150

資 産 除 去 債 務 1,562

そ の 他 15,000

負 債 合 計 3,789,478

（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,801,537

資 本 金 664,740

資 本 剰 余 金 264,930

そ の 他 資 本 剰 余 金 264,930

利 益 剰 余 金 888,827

利 益 準 備 金 20,749

そ の 他 利 益 剰 余 金 868,078

繰 越 利 益 剰 余 金 868,078

自 己 株 式 △16,960

評価・換算差額等 6,400

その他有価証券評価差額金 6,400

純 資 産 合 計 1,807,938

資 産 合 計 5,597,416 負 債 純 資 産 合 計 5,597,416

（注）　記載の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 5,454,587

売 上 原 価 3,689,991

売 上 総 利 益 1,764,596

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,358,973

営 業 利 益 405,622

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,976

受 取 配 当 金 1,665

受 取 地 代 家 賃 21,835

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 307

助 成 金 収 入 10,280

そ の 他 4,749 40,815

営 業 外 費 用

支 払 利 息 19,478

債 権 保 全 利 息 9,234

不 動 産 賃 貸 費 用 14,374

そ の 他 2,702 45,789

経 常 利 益 400,648

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,304 1,304

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 11,527

固 定 資 産 売 却 損 225 11,753

税 引 前 当 期 純 利 益 390,199

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 136,362

法 人 税 等 調 整 額 7,911 144,274

当 期 純 利 益 245,925

（注）　記載の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利　益　剰　余　金

自己株式
株主資本
合　計その他資本

剰余金
資本剰余金
合　計

利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合　計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 664,740 264,930 264,930 16,784 665,762 682,547 △16,960 1,595,257

当 期 変 動 額

利 益 準 備 金 の 積 立  3,964 △3,964 － －

剰 余 金 の 配 当 △39,645 △39,645 △39,645

当 期 純 利 益 245,925 245,925 245,925

純資産の部に直接計上された
その他有価証券評価差額金の
増 減

当 期 変 動 額 合 計 － － － 3,964 202,315 206,280 － 206,280

当 期 末 残 高 664,740 264,930 264,930 20,749 868,078 888,827 △16,960 1,801,537

評価・換算差額等

純資産
合 計

その他有価
証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 23,244 23,244 1,618,502

当 期 変 動 額

利 益 準 備 金 の 積 立 －

剰 余 金 の 配 当 △39,645

当 期 純 利 益 245,925

純資産の部に直接計上された
その他有価証券評価差額金の
増 減

△16,843 △16,843 △16,843

当 期 変 動 額 合 計 △16,843 △16,843 189,436

当 期 末 残 高 6,400 6,400 1,807,938

（注）記載の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準および評価方法

①　有価証券の評価基準および評価方法

　　その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

　・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準および評価方法

　・製品、仕掛品　　　　　　　　個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）

　・原材料　　　　　　　　　　　総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

　・貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）および投資不動産

建物（建物附属設備を除く）については定額法

建物（建物附属設備を除く）以外については定率法

なお、平成10年４月１日前に取得した建物については、

平成10年度の税制改正前の耐用年数を継続して適用し

ております。

また、平成19年３月31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終了した翌事業年度か

ら５年間で均等償却する方法によっております。

②　少額減価償却資産　　　　　　　取得価額が10万円以上20万円未満の資産については､ 

３年間で均等償却を行っております。

③　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　事業年度末日現在に有する債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務に基づき計上しております。退職給付

引当金および退職給付費用の計算については、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法を用いた簡便法を適用しております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　当社は、平成22年６月29日開催の定時株主総会におい

て、本制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰

労金を打切り支給することとし、その支給の時期は各

取締役および各監査役の退任時とし、具体的金額・方

法等は取締役については取締役会に、監査役について

は監査役の協議にそれぞれ一任することを決議いたし

ました。このため、当該支給見込については引き続き

役員退職慰労引当金として計上しております。

(4) 収益および費用の計上基準

完成工事高および完成工事原価の計上基準

①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の工事

工事完成基準

(5) その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税および地方消費税の会計処理は税抜処理によっており、控除対象外消費税および

地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記

　該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記

　該当事項はありません。
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産および担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物 749,467千円

構築物 63,305千円

機械及び装置 151,390千円

車両運搬具 0千円

土地 1,389,623千円

投資不動産 410,314千円

計 2,764,100千円

②　担保に係る債務

短期借入金 80,000千円

一年内返済予定の長期借入金 230,320千円

長期借入金 361,854千円

計 672,174千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,160,996千円

(3) 投資不動産の減価償却累計額 206,816千円

(4) 取締役および監査役に対する金銭債権の総額 75,183千円

５．損益計算書に関する注記

　該当事項はありません。
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６．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類および総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 4,022,774株 －株 －株 4,022,774株

(2) 自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 58,195株 －株 －株 58,195株

(3) 剰余金の配当に関する事項

 ①　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 39百万円 10円 平成27年３月31日 平成27年６月29日

 ②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 39百万円 10円 平成28年３月31日 平成28年６月30日
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

１）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金調達については、中期計画・年度予算に照らして必要な資金を主に金融機

関からの借入によって調達しております。資金運用については、一時的な余剰資金は流動

性の高い預金等の金融資産で運用し、長期運用は業務上の関係を有する企業等の株式で運

用しております。また、デリバティブ取引は行っておらず、投機的な取引は行わない方針

であります。

２）金融商品の内容およびそのリスク

　営業債権である受取手形、電子記録債権および売掛金ならびに長期貸付金は、取引先の

信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形および買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であり

ます。

　借入金は、主に運転資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後５年以

内であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

３）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、販売業務管理規程および会計規程に従い、営業債権および長期貸付金につい

て、各部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日およ

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。また、営業債権につきましては、回収不能の事態に備えて取引信用保険

を付保するなどの対策を実施しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、金融機関からの借入を行うにあたり、調達コストと金融環境を考慮しながら、

固定金利・変動金利を適宜組み合わせて、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制し

ております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の

とおりであります。

貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

①　現金及び預金 232,096 232,096 －

②　受取手形(*3) 685,272 685,272 －

③　売掛金 1,188,240 1,188,240 －

④　投資有価証券 62,645 62,645 －

⑤　長期貸付金(*1) 83,042 84,492 1,450

　資産計 2,251,297 2,252,747 1,450

①　支払手形 978,968 978,968 　　　　　　 －

②　買掛金 297,245 297,245 　　　　　　 －

③　短期借入金 480,000 480,000 　　　　　　 －

④　未払法人税等 85,534 85,534 　　　　　　 －

⑤　長期借入金(*2) 1,204,211 1,212,085 △7,874

　負債計 3,045,959 3,053,833 △7,874

 デリバティブ取引 － － －

(*1)長期貸付金には１年内の返済予定分を含んでおります。

(*2)長期借入金には１年内の返済予定分を含んでおります。

(*3)受取手形には電子記録債権を含んでおります。

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産

①　現金及び預金、②　受取手形、③　売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

④　投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

⑤　長期貸付金

　当社では、長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の

信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローをプライムレート等を指標に

信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

また、貸倒懸念債権については、担保および保証による回収見込額等に基づいて貸

倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸

倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。
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負　債

①　支払手形、②　買掛金、③　短期借入金、④　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

⑤　長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　該当事項はありません。

２．金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 232,096 － － －

受取手形 685,272 － － －

売掛金 1,188,240 － － －

長期貸付金 8,944 28,914 30,000 15,183

合計 2,114,554 28,914 30,000 15,183

（注）受取手形には電子記録債権を含んでおります。

３．借入金の決算日後の返済予定額

１年以内
 (千円）

１年超
２年以内
 (千円）

２年超
３年以内
 (千円）

３年超
４年以内
 (千円）

４年超
５年以内
 (千円）

短期借入金 480,000 － － － －

長期借入金 584,130 328,732 218,045 60,008 13,296

合計 1,064,130 328,732 218,045 60,008 13,296
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８．賃貸等不動産に関する注記

　(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　　当社では、広島市安佐北区において、賃貸用の工場（土地を含む。）を有しております。

当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は6,025千円（賃貸収益は営業外収益

に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

貸 借 対 照 表 計 上 額
当事業年度末の時価

当事業年度期首残高 当事業年度減少額 当事業年度末残高

420,158千円 9,844千円 410,314千円 378,099千円

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当事業年度減少額の内訳は、減価償却費（9,844千円）による減少であります。

３．当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定し

た金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

９．税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

売掛債権有税償却 387千円

貸倒引当金 1,470千円

退職給付引当金 34,898千円

役員退職慰労引当金 83,310千円

賞与引当金 26,833千円

役員賞与引当金 4,644千円

未払事業税 6,203千円

その他 15,134千円

繰延税金資産小計 172,882千円

評価性引当額 △88,770千円

繰延税金資産合計 84,111千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,810千円

資産除去債務 △178千円

繰延税金負債合計 △1,989千円

差引：繰延税金資産の純額 82,122千円
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　(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）および「地方税法等の一部

を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28

年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

32.1％から平成28年４月１日に開始する事業年度および平成29年４月１日に開始する事業年

度に解消が見込まれる一時差異については30.7％に、平成30年４月１日に開始する事業年度

以降に解消が見込まれる一時差異については、30.5％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は3,994

千円が減少し、法人税等調整額が4,089千円、その他有価証券評価差額金が94千円それぞれ増

加しております。

10．リースにより使用する固定資産に関する注記

該当事項はありません。

11．関連当事者との取引に関する注記

役員および個人主要株主等

種　類
会 社 等 の
名 称
または氏名

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関連当事者
と の 関 係

取 引 内 容
取 引 金 額
( 千 円 )

科 目
期 末 残 高
( 千 円 )

役　員 林　良一
(被所有)
間接32.31

当社代表取
締役社長

金銭の貸付 －

その他「流動資産」
(短期貸付金)

長期貸付金

6,000

69,183

信用保証機関の保証
を受けるための債務

被保証
104,948 － －

金融機関からの借入
に対する債務被保証

57,230 － －

（注）１．取引条件および取引決定方法

金銭の貸付については、市場金利を勘案した合理的な利率を設定しており、貸付期間

や返済方法については両者協議の上、貸付条件を設定しております。なお、担保の提

供は受けておりません。

２．取引の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は公的機関からの制度融資による資金借入に対して信用保証機関の債務保証を受

けており、その保証を受けるため代表取締役社長林良一より債務保証を受けておりま

す。なお、債務保証に対する保証料は支払っておりません。

４．当社は株式会社日本政策金融公庫からの制度融資による資金借入に対して、代表取締

役社長林良一より債務保証を受けております。なお、債務保証に対する保証料は支払

っておりません。

５．林良一の間接所有は、同氏が100％の議決権を所有する株式会社研創エンタープライズ

の所有によるものであります。
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12．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 456円02銭

(2) １株当たり当期純利益 62円03銭

13．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月18日

株式会社　研　　創
取締役会　御中

西日本監査法人
代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 大 藪 俊 治 

業務執行社員 公認会計士 稲 積 博 則 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社研創の平成27年４月
１日から平成28年３月31日までの第45期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第45期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。

　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。

　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保
するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け､
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人西日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

平成28年５月20日

株式会社　研　創　監査役会

常勤監査役 大 木 　 正 
社外監査役 田 中 博 隆 
社外監査役 山 下 　 泉 

以　上

－ 27 －

監査役会の監査報告



株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営上の重要課題と位置付けてお

り、株主資本の充実と長期的・安定的収益力を維持するとともに、継続的・安

定的な配当を実施していくことを基本方針としております。

　第45期の期末配当につきましては、当期業績および今後の事業展開等を勘案

いたしまして、下記のとおりといたしたいと存じます。

　①　配当財産の種類

　　　金銭といたします。

　②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　　　当社普通株式１株につき金10円といたしたいと存じます。

　　　なお、この場合の配当総額は39,645,790円となります。

　③　剰余金の配当が効力を生じる日

　　　平成28年６月30日

－ 28 －

剰余金処分の件



第２号議案　監査役１名選任の件

　監査役山下　泉氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。
ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

やま

山
 

　
した

下
 

　
 

　
 

　
 

　
いずみ

泉
(昭和11年８月20日)

昭和35年４月　株式会社呉相互銀行（現、株式会

社もみじ銀行）入行

昭和48年７月　ゼネラル興産株式会社設立

　　　　　　　同社代表取締役（現任）

平成16年６月　当社監査役（現任）

（重要な兼職の状況）

　ゼネラル興産株式会社代表取締役

1,100株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．山下　泉氏は、社外監査役候補者であります。

３．山下　泉氏を社外監査役候補者とした理由は、以下のとおりであります。

　　企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の監査に活かしていただ

くため、社外監査役としての選任をお願いするものであります。

４．山下　泉氏の当社の社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって

12年となります。

以　上

－ 29 －

監査役選任の件



メ　　モ

－ 30 －

メモ



メ　　モ

－ 31 －

メモ



株主総会会場ご案内図

会場　　広島市安佐北区上深川町448番地

当社　本社　会議室

電話　０８２（８４０）１０００

交通　　ＪＲ芸備線「上深川駅」下車　徒歩15分

ＪＲバス雲芸南線終点「研創前」下車

地図


